
平成１９年度実績評価書要旨

政策体系上の位置付け

障害者の地域における自立を支援するため、
障害者の生活の場、働く場や地域における支
援体制を整備すること

評価実施時期：平成１９年８月 担当部局名：社会・援護局障害保健福祉部企画課

基本目標Ⅷ
　障害のある人も障害のない人も地
域でともに生活し、活動する社会づ
くりを推進すること
施策目標１
　必要な保健福祉サービスが的確に
提供される体制を整備し、障害者の
地域における自立を支援すること

（施策目標の評価）
　障害者自立支援法の制定により、施設・事業体系の再編や就労支援策の充実等の抜本的
な改正を行ったため、現行制度に対応する過去のデータを正確に採るのは不可能である
が、現行制度に準じた指標を参考にすると、指標１、指標２が示すとおり、サービスが着実に
浸透している。
　また、法施行に当たって様々な意見が存在することを踏まえ、総額１，２００
億円規模の特別対策を実施しているところであるが、そのうち利用者負担の更な
る軽減策として、負担感が大きいとされる通所・在宅サービス利用者の月額負担
上限を４分の１にする等の対策を講じ、障害者自立支援法の着実な定着を図って
いる。
　以上を踏まえると、施策目標の達成に向けて進展していると評価できる。
　（※太字部分は、重点評価課題該当部分）

（評価結果の分類）
　施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける

【評価結果の概要】
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施策名

記載事項（抜粋）

障害者自立支援法の運用に当たり、きめ細かな負担の軽
減など、必要な措置を講ずる

施政方針演説等

施策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

　障害者に対するサービスの計画的な整備、就労支援の強化、地域生活への移行の
推進等を通じ、障害者が安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目指す。

施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ グループホーム・ケアホームの利 1.9 2.4 2.8 3.4 集計中

用者数（単位：万人）
（９万人以上／平成２３年度）

２ 訪問系サービスの利用者数（単位 4.3 5.4 8.6 11.1 集計中
：万人）
（１６万人以上／平成２３年度）

３ 日中活動サービスの利用者数（単 － － － － 集計中
位：万人）
（４７万人以上／平成２３年度）

４ 一般就労への移行者数（単位：万 － 0.2 － 0.2 集計中
人）
（平成１７年度一般就労移行者数
の４倍以上／平成２３年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、

集計方法を含めて検討中であり、平成１９年度中に公表予定。また、平成１７年度以
前は 「新障害者プラン関係実績調査 （社会・援護局障害保健福祉部企画課調べ）、 」
の「グループホーム」の各年度の数値である。

・指標２は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、
集計方法を含めて検討中であり、平成１９年度中に公表予定。また、平成１５～１７
年度は 「新障害者プラン関係実績調査 （社会・援護局障害保健福祉部企画課調べ）、 」
の「ホームヘルパー」の各年度の数値、平成１４年度は 「障害者プラン関係保健福、
祉施策実施状況調 （同課調べ）の「ホームヘルパー（専任 」の数値である。」 ）

・指標３は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、
集計方法を含めて検討中であり、平成１９年度中に公表予定。また、平成１７年度以
前は 「日中活動サービス」に当たるものとして比較対照可能な数値を示すことはで、
きない。

・指標４は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、
、 。 、 、集計方法を含めて検討中であり 平成１９年度中に公表予定 また 平成１５年度は

「社会福祉施設等調査 （大臣官房統計情報部調べ）の数値であり、平成１４、１６」
及び１７年度は数値を把握していないが、平成１７年度については平成１５年度の数
値に基づく推計値を記載している。


